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国土交通省砂防部長より新年のご挨拶 
 

令和 3 年度予算及び５か年加速化対策の策定 
 
新年あけましておめでとうございます。本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。 
ご家族で、ご友人たちと楽しいお正月を迎えられたことと思います。今年は繰り延べとなっ

た東京オリンピックが開催されます。その頃までに新型コロナウイルス感染症ワクチンがいき
わたり、経済・住民生活が元に戻るよう、初詣にてお祈りして参りました。 

昨年は 7 月豪雨を中心に 1,300 件を超える土砂災害が発生し、死者・行方不明者 21 名を
出す事態となり、この被害者の約 8 割が高齢者（災害時要配慮者）でありました。このような中
でも、「防災・減災、国土強靭化のための 3 か年緊急対策」によって完成が早まった施設が効
果を発揮し、「早期完成で被害が無かった」との声もお聞きしました。少しでも早く前倒しして
事前防災対策を進めることの重要性を改めて実感したところです。 

 
さて、年末に令和 3 年度予算案が決定しました。また、これに先立ち、先月初めの総理指

示を受けて「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」を取りまとめたところです。
令和3 年度から 7 年度までの 5 年間の事業規模15 兆円を目指すこととされており、5 か年の
うち初年度については、令和 2 年度第３次補正予算で措置することになりました。これまで都
道府県各支部活動はじめ、市町村長、議員はじめ様々なお立場でのご要望、決議などをい
ただき、全国治水砂防促進大会における提言も含めて各所へ力強い要請を頂いたおかげ
により、砂防関係事業についてもこの 5 か年加速化対策へ多くの項目を盛り込むとともに、3
か年緊急対策における臨時・特別の措置分を大幅に上回る予算を初年度に計上する事がで
きました。 

 
令和 3 年度予算については、多数の会員の皆様方から、別枠でかつ十分な予算確保との

声をいただいておりました。このたび、別枠による上乗せは叶わなかったものの、令和２年度
第３次補正予算と併せると、近年にない予算規模を確保することができ、これにより「防災・減
災、国土強靭化」のための事前防災を今後 5 年間強力に進めて参ります。 

加えて、地方整備局の定員が昨年に引き続き 101 名増員となりました（北海道開発局は 33
名）。長年続いた減員に歯止めがかかり 2 年連続の純増となったことは現場を預かる事務所
にとって心強いものとなります。災害時に全国の自治体を支援するテックフォース隊員もさら
に強化できるものと思います。また、新しい組織として「阿蘇砂防事務所」の新設等が認めら
れ、現場対応の増強を図って参ります。 

 
今年も全国の直轄砂防事務所ならびに都道府県における砂防関係事業、特に事前防災

の推進に加え、ソフト対策をはじめとする各種施策によって関係自治体を支援できるよう、職
員一丸となって頑張って参ります。改めてこれまでの会員、賛助会員各位のご支援・ご協力
に感謝申し上げるとともに、これまで以上に事業執行が大切になることを踏まえ、引き続き現
場対応へのご支援を賜りますようお願い申し上げます。また、通常国会においてそれぞれの
予算が審議、決定されますが、並行して令和 4 年度の施策の議論を始めて参ります。引き続
き地域の声をお聞かせいただきますようお願い申し上げます。 

寒さ厳しく、コロナ禍が続くところではありますが、みなさまとまた元気にお目にかかれるこ
とを楽しみにしています。 

                                  国土交通省 砂防部長 今井 一之 
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（一 社 ）全 国 治 水 砂 防 協 会 理 事 長 より新 年 のご挨 拶  

 
謹 賀 新 年   
 
会 員 の 皆 様 に は 清 々 し い 新 年 を お 迎 え の こ と と お 慶 び 申 し 上 げ ま

す。  
 
昨 年 は予 想 もしなかった厄 災 に加 え、7 月 の豪 雨 等 で多 くの災 害 も

発 生 し、人 命 の尊 さを一 層 意 識 させられた年 でした。また、人 のつながり
の重 要 さ、自 助 ・共 助 ・公 助 の大 切 さも身 に染 みて感 じる一 年 でありま
した。 

 
協 会 行 事 では、開 催 が危 ぶまれた 11 月 の全 国 治 水 砂 防 促 進 大 会

も、1000 名 を超 える望 外 の出 席 者 を得 て、例 年 同 様 に盛 大 に開 催 で
きましたことは大 変 ありがたく、会 員 並 びに関 係 者 の皆 様 に心 から感 謝
申 し上 げる次 第 です。この紙 面 を借 りまして重 ねて御 礼 申 し上 げます。 

 
皆 様 のお力 添 えのおかげで、砂 防 としては多 くの成 果 を得 ておりま

す。今 井 砂 防 部 長 のご挨 拶 にもありますが「防 災 ・減 災 、国 土 強 靭 化
のための 5 か年 加 速 化 対 策 」がまとめられ、令 和 2 年 度 第 3 次 補 正 予
算 をはじめ、砂 防 関 係 予 算 もしっかり確 保 できておりますし、地 方 整 備
局 の定 員 も増 員 となります。また、「阿 蘇 砂 防 事 務 所 」の新 設 など新 し
い組 織 も設 けられ、将 来 へ向 けて砂 防 事 業 がしっかりと地 域 の命 と生
活 を守 るという意 気 込 みを示 す内 容 になっております。予 算 等 関 連 資
料 も砂 防 部 よりいただきましたので、是 非 お目 通 しくださいませ。 

 
今 年 は、東 京 オリンピック・パラリンピック開 催 を控 え、より平 和 で希 望

に満 ちた年 になると確 信 いたしております。会 員 の皆 様 にとりまして、令
和 ３年 が良 き年 となりますよう心 から祈 念 申 し上 げ、年 頭 のご挨 拶 とさせ
ていただきます。 
 

 
 

一 般 社 団 法 人 全 国 治 水 砂 防 協 会  
理 事 長  大 野  宏 之  
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令和３年度 

 
 

水管理・国土保全局関係 

予 算 決 定 概 要 

令和２年 12 月 

国土交通省 水管理・国土保全局 
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基本方針 

令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨など、気候変動に伴い激甚化・頻発化

する水害・土砂災害等に対し、防災・減災が主流となる社会を目指し、「流域治水」の

考え方に基づいて、堤防整備、ダム建設・再生などの対策をより一層加速するととも

に、集水域から氾濫域にわたる流域に関わる全員で水災害対策を推進する。 

・ ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進 

・ 近年の自然災害からの復旧・復興 

・ 防災インフラの管理の効率化・高度化と予防保全（老朽化対策） 

・ 水辺空間の良好な環境と賑わいの創出 

・ 公衆衛生の強化等のための下水道の持続性向上 

 

---------------------------------------------------------------------------- 

予算の規模 

○一般会計予算                         ９，７１６億円 

一般公共事業費      9,204 億円 

                うち、河川関係 7,313 億円、砂防関係 1,305 億円、海岸関係 150 億円、下水道関係 437 億円 

災害復旧関係費       502 億円 

行政経費            10 億円 

○東日本大震災復興特別会計予算（復興庁所管）      ７４億円 

令和３年度予算の基本方針 
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予算の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般会計予算 

○東日本大震災復興特別会計予算（復興庁所管） 

（上記以外に、省全体で社会資本総合整備（復興）77 億円がある。） 

（四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。） 

※１ 前年度には、臨時・特別措置を含まない。 

※２ ＜＞書きは、水管理・国土保全局以外の災害復旧関係費の直轄代行分を含む。 

※３ 上記計数には、個別補助化に伴う増分 226億円を含む。 

（上記以外に、省全体で社会資本総合整備 14,851億円がある。） 

単位：億円 

単位：億円 

対前年度

倍　率

復　旧 74 564 0.13

復　興 0 13 皆減

合　　計 74 577 0.13

事　　　項 前　 年 　度令和3年度

対前年度

倍　率

一般公共事業費 9,204 8,961 1.03
治　山　治　水 8,517 8,414 1.01

　  治            水 8,367 8,266 1.01

  　海            岸 150 148 1.01

住宅都市環境整備 251 251 1.00

  　都市水環境整備 251 251 1.00

下　　水　　道 437 297 1.47

＜519＞ ＜514＞ ＜1.01＞

502 455 1.10

行政経費 10 10 0.98

合　　計 9,716 9,426 1.03

事　　　項 令和3年度 前　 年 　度

災害復旧関係費
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主要項目 

治水事業等関係費・下水道事業関係費 

１．激甚化・頻発化する水災害等を踏まえた防災・減災対策の推進   ［5,695億円］ 

（１）ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進  ［3,976 億円］ 

 令和２年７月豪雨による甚大な被害の発生など、気候変動により頻発・激甚化する水害・土砂

災害等に対する安全度の向上を図るため、これまでの河川管理者等による対策だけでなく、流

域のあらゆる関係者の協働による、ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」を推進する。 

（２）令和２年７月豪雨等の自然災害に対する改良復旧による再度災害防止 

激甚な水害・土砂災害の発生や床上浸水が頻発し、人命被害や国民の生活に大きな支

障が生じた地域等において、改良復旧により集中的に再度災害防止対策を実施する。 

 

２．防災インフラの管理の効率化・高度化と予防保全（老朽化対策）   ［2,194億円］ 

「予防保全型」の維持管理へ転換を図るため、要緊急対策施設等の修繕・更新を早期に

実施するとともに、無動力化や遠隔監視・操作化など将来の維持管理コスト低減に資す

る取組を推進する。 

３．水辺空間の良好な環境と賑わいの創出          ［90億円］ 

魅力ある水辺空間や良好な自然環境の創出等の地域活性化、観光振興等に貢献する取

組を推進する。 

４．公衆衛生の強化等のための下水道の持続性向上         ［52億円］ 

 公衆衛生上の下水道の役割がますます高まる中で、人口減少、施設の老朽化などの課題

に対応し、下水道事業の持続性を向上させるため、デジタルトランスフォーメーションに係る

技術開発や、広域化、収支構造の適正化を推進する。 

 

 

※上記以外に、災害復旧関係費 502億円、行政経費10億円、東日本大震災からの復旧・復興

関係費74億円、工事諸費等があるほか、省全体で社会資本総合整備14,851億円、社会資

本総合整備（復興）77億円がある。 

［1,719 億円］  
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＜利水ダム等における事前放流の更なる推進＞ 

 河川管理者による利水ダムの施設整備制度の創設 

放流管の増設など施設改良等を行うことで、大きな洪水調節効果を期待できる場

合に、河川管理者が主体的に利水ダムの施設改良等を行う制度を創設する。 

 事前放流に伴う損失補填制度の拡充 

二級水系の河川管理者である都道府県が利水ダム等の事前放流に伴う損失補填を

行う場合に特別交付税措置（措置率 0.8）を講じる。（一級水系の都道府県所管の多目

的ダムも同様） 

 事前放流のために整備される利水ダムの放流施設に係る特例措置等
の創設（固定資産税等） 
事前放流のために利水ダムの放流施設を整備した場合に、民間事業者等が整備

する当該施設の治水に係る部分の固定資産税を非課税とする特例措置等を創設す

る。 

 

＜流域の関係者による流出抑制対策の推進＞ 

 地方公共団体や民間企業等による雨水貯留浸透施設整備に対する 
支援の拡充 
特定都市河川浸水被害対策法又は下水道法に基づき実施される地方公共団体

や民間企業等による雨水貯留浸透施設の整備を計画的・集中的に支援するため、個

別補助事業制度を創設する。 

また、特定都市河川以外においても、民間企業等による施設整備を防災・安全交

付金の支援対象に追加する拡充を行う。 

 

 浸水被害対策のための雨水貯留浸透施設の整備に係る特例措置の 
創設（固定資産税） 
流域内の浸水被害を防止・軽減させるため、民間企業等が整備する雨水貯留浸透

施設の固定資産税を一部減免する特例措置を創設する。 

 

 

新規事項等 
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＜都市浸水対策の強化＞ 

 下水道浸水被害軽減総合事業の拡充等 

内水氾濫による被害を軽減するために、貯留・排水施設の規模によらず、樋門等の自

動化・無動力化・遠隔化、ポンプ場の耐水化を防災・安全交付金の支援対象に追加す

る拡充を行う。 

また、内水氾濫対策の加速化のため、雨水管に係る交付対象範囲を拡充するととも

に、今後の改築事業量を踏まえた重点化のため、汚水管の改築に係る交付対象範囲を

見直す。 

 

＜まちづくりと一体となった土砂災害対策の推進＞ 

 まちづくり連携砂防等事業の創設 

地域のコンパクト化を計画的に促し、住居や基礎的な公共インフラを集約しようとす

る地域を保全する砂防等事業を計画的・集中的に支援するため、個別補助事業制度

を創設する。 

 土砂災害リスク情報整備事業の追加 

土砂災害警戒区域の現地表示など土砂災害リスクに対する住民の理解向上を図

る取組を促進するため、これらの取組を防災・安全交付金の支援対象に追加する拡

充を行う。 

 

＜切迫する地震等への対策の充実＞ 

 公衆衛生強化のための下水道総合地震対策事業の拡充 

 公衆衛生の強化のため、感染症拠点病院等に係る管渠等の耐震化を防災・安全

交付金の支援対象に追加する拡充を行う。 

 津波対策緊急事業の創設 

大規模地震の発生リスクが高く、津波到達までの時間が短い一定の海岸地域につ

いて、海岸堤防の嵩上げ等のハード対策と警戒避難体制の整備等のソフト対策を計

画的・集中的に支援するため、個別補助事業制度を創設する。 

 海岸保全対策推進、長寿命化対策促進の制度拡充等 

気候変動を踏まえた海岸保全基本計画の見直し等に必要となる検討経費を防災・

安全交付金の対象に追加する拡充を行う。 

また、「海岸保全施設維持管理マニュアル」の改訂に伴う長寿命化計画の見直しに

対する支援制度を創設する。 
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＜被災自治体に対する支援の充実＞ 

 下水道の改良復旧事業の創設 

災害が頻発・激甚化する中、下水道施設の被災による社会的影響が顕著となって

いることを踏まえ、災害復旧事業のみでは十分に再度災害を防止することができない

場合に、未被災箇所を含む一連の施設の機能向上を図る改良復旧事業（災害関連

事業）を創設する。 

 災害復旧事業査定設計委託費補助の拡充 

大規模災害時において、地方公共団体の災害復旧事業の測量・設計等を迅速に

実施し、早期の復旧を図るため、市町村における査定設計委託費補助の補助対象

限度額を引き上げる。 

 

 

＜球磨川における「新たな流水型のダム」の検討＞ 

球磨川の抜本的な治水対策については、国、県及び流域市町村からなる「球磨川流

域治水協議会」において、令和２年度内に取りまとめることとしている。この取りま

とめを受け「新たな流水型のダム」について検討する。 
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